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序章  研究の目的、研究の意義および構成  








国際的に、1971 のニクソン・ショックや 1985 年のプラザ合意な
どの外部要因によって、やがて、日本のバブル経済は崩壊するこ
とに至る。  
 同じくアジアの国としての中国では、 1978 年の改革開放政策
の実施によって、中国経済は年率 10％のペースで 30 年以上の高
度成長を実現してきた。特に 2001 年の WTO 加盟によって、中
国経 済 はア ジ ア経 済な い し世 界 経済 との 連 携が ま すま す強 くな
る。また、国際貿易から見ると、中国のモノの貿易総額が 2013
年に 4 兆 1600 億ドル（約 423 兆円）と米国の 3 兆 9100 億ドル
を抜き世界一になった（日本経済新聞  2014 年 4 月 5 日の記事）。










として打ち出した。これによって、 2009 年、 2010 年の GDP 成












ある。具体的に以下 4 つの目的に分けて論じる。  
第 1 の目的は、日本の高度経済成長について先行研究をまとめ




































の産 業 構造 お よび 高度 経 済成 長 期に おけ る 産業 構 造の 変化 につ
いて分析する。そして、日本の「国民所得倍増計画」と中国の「南
巡講話」の類似点、相違点を明らかにする。  
第 2節  研究の意義および構成  













1978 年以後の中国は改革開放政策の実施によって、 30 年以上の
高度経済成長を成し遂げてきた。中国の高度経済成長の要因を分
                                                   
1  戦 後 の初 期 、 アメ リカ の 占 領の 下 で 、 日本 は 農 地改 革 、 財 閥解 体 、 労
働改 革 な ど一 連 の 民 主改 革 を 行い 、 経 済 民主 化 を 実現 し た 。 これ は 日本
































































































































































第 1 章  日本の高度経済成長と政策思想  
第 1節  日本の高度成長の経緯  
図 1 は、高度成長期日本の実質経済成長率を表している。日本
の GDP が戦前の最高水準まで回復した、1955 年を高度経済成長
の開始年とすることに依存はないであろう。そののち、年成長率
が初めて 10％を超えたのが 1960 年であることから、 1955 年か
ら 1959 年を助走の時期という意味で開始期と呼ぶことにしよう。 
その後、実質経済成長率は 10％を前後しながら高度成長が継
続することになる。これが 1960 年から 1970 年までの展開期で
ある。  
 
図 1 日本の実質経済成長率  
 












 こうした実質経済成長率は 1971 年に大きく 10％を割り込んだ
後に、決して 10％を超えなくなっていく。 1974 年には戦後初の
マイナス成長を記録した。したがって、1971 年から 1973 年を高
度成長の終了期と位置づけていいだろう。  
1-1  高度成長期の開始期   




った 34～ 36 年の水準をこえたので、戦争による破壊からの回復
が経済の中心課題であった時期は 55 年をもって終わった、とい
うことを宣言したものであったからである（富永 2005）。この年
から 日 本経 済 はい わゆ る 高度 成 長期 に入 っ てい く こと にな る。
1956 年（昭和 31）から 57 年にかけての好景気を神武景気とい
う。これは有史以来未曾有という形容である （正村 2005c）。高
度成長の最初の段階にあたる。 1958 年（昭和 33 年）から 61 年
にかけての好景気を、岩戸景気という。実質成長率は 10％をこ
えた。「日本経済の勃興期」ともいわれた。  
1-2  高度成長期の展開期  
1960 年代に入ると、日本は世界経済の中で存在を認識される
ようになった。 1964 年にこうした変化が顕著になった。 1964 年
13 
 

























1-3  高度成長期の終了期  








え貿易摩擦は一時的に収束したが、 1973 年に第 4 次中東戦争が
勃発し原油価格が高騰したことで、オイル・ショックが発生した。
1971 年のニクソン・ショックと 73 年のオイル・ショックという
二重のショックにより、日本の高度経済成長は終焉を迎えること
になる。もっとも、確かに 60 年代のような経済成長率 10％台は
ないが、 70 年代に年率 4～ 5％という程度の成長率は続いたので
ある。  






































































会発展計画」（ 1967 年策定）が策定されてゆく。  
政策形成の経過であるが、 1959 年 2 月当時無任所の国務大臣





ん」に対する答申が、池田内閣設立後の 1960 年 11 月におこなわ
れ、それを受けて池田内閣で閣議決定されたのが、「所得倍増計
画」である。  
1-6  高度成長終了の原因   







重視 に よる 公 害問 題を は じめ と する 環境 破 壊問 題 が深 刻に な り
つつある。国民生活や国民健康に与えた悪影響を図りきれない。










外部原因としては、1971 年のニクソン・ショックと 1973 年の
オイル・ショックなどが挙げられる。ニクソン・ショックは当時
の日本に与えた影響が円高ドル安である。これまで固定相場制で













第 2節  下村治：日本の高度成長に影響を与えた経済学者  











2-1  高度経済成長の経済学者  
下村治、 1910 年（昭和 43 年） 11 月 27 日、佐賀県佐賀郡北川
副村（現・佐賀市）で生まれる。旧制佐賀中学校、佐賀高等高校












































1959 年、国民金融公庫理事であった。 1960 年、日本開発銀行
理事であった。池田勇人内閣が誕生した。内閣は翌年から 10 年
間で日本の GDP（国民総生産）を 2 倍にしようという所得倍増計
画をスタートさせた。下村は内閣では首相のブレーンとして、閣
議決定された「所得倍増計画」策定に深くかかわった。この計画
は当初 3 年間の 9％という予測を大幅に超える 10％超の経済成長
を達成し、下村の予言は的中した。これにより下村と下村理論は
広く国民の知るところになった。  
1965 年、昭和 40 年不況、 OECD 加盟は「先進国クラブ」への
加盟を意味し、資本取引の自由化を義務付けられるようになって、
                                                   


















提案した。 1968 年、日本の GDP 総額で西ドイツを抜き世界第 2
位の地位を獲得した。  
1971 年、『経済大国日本の選択』 3を発表した。日本の経済は






                                                   
3東洋 経 済 新聞 社  























効果 な どに よ り日 本経 済 は比 較 的軽 微な 影 響で 済 むこ とが でき
た。  
                                                   
5雑誌  エコ ノ ミ スト 52（ 12）、 P32,1974 -03 -25。  
















下村は 1989 年 6 月 29 日に死去した。  
2-2 有効需要と有効産出  






                                                   
7東洋 経 済 新聞 社  シ リー ズ 名  東 経 選書 1981 年 11 月 。  














これに「ヒックスの法則」 1 0の名を与えるのである。  
 ケインズ経済学が需要サイドのそれであり、その意味で分析が
一 面 的 で あ る こ と は よ く 指 摘 さ れ る こ と で あ る 。 し か し 、 1930
年代の世界では余剰な生産能力がおびただしくあったため、ケイ
ンズは需要サイドの分析に徹することができた。また、戦後のア







                                                   
9下村 〔 1952〕、 84 ペ ージ 。  








 資 本 財蓄 積 が増 加す る にも か かわ らず 有 効産 出 が増 加し ない
場合を考えることができる。また、有効産出が一定であるために、
資本財の蓄積が実物的に不可能な場合を考えることもできる。有
効産 出 と資 本 財蓄 積と の かな ら ずし も一 定 でな い 場合 の一 つは














れわ れ は有 効 需要 がか な らず し も産 出を う みだ し ては しな いと
                                                   


























                                                   
1 2同上 、 85 ペ ー ジ。  





本ス ト ック に 資本 係数 の 逆数 を 掛け たも の とし て 与え られ てい
る。したがって、 s 1 を「回帰支出率」、 I 1 を「回帰投資」、 r を資















2-3 独立投資と技術革新  







 「感応投資」には 2 種類が分類される。一つは超過利潤の現在
                                                                                                                                                     
1 4同上 、 85 ペ ー ジ。  









の式で表されることになる。 1 8 
 
?̈? = 𝜇𝑃 + 𝜈?̇? 
 





 その超過利潤であるが、  
 
P = k(rK + ?̇?) − 𝜎𝐾 
 





                                                   
1 6同上 、 129 ペ ー ジ 。  
1 7同上  
1 8同上 、 135 ペ ー ジ 。  
1 9同上  
30 
 




 上記の超過利潤の式は、  
 
P = krK + k?̇? − 𝜎𝐾 = k?̇? + 𝑘𝑠1𝜎𝐾 − 𝜎𝐾 = k?̇? + 𝑘𝑠1𝜎𝐾 − (𝑘𝑠1 + 𝑘𝑠2)𝜎𝐾
= 𝑘?̇? − 𝑘𝑠2𝜎𝐾 
 















 上記の式の両辺を時間で微分すると、  
 
?̇? = 𝑘?̈? − 𝑘𝑠2𝜎?̇? 
                                                   






?̈? = μ𝑘?̇? − 𝜇𝑘𝑠2𝜎𝐾 + 𝜈 𝑘?̈? − 𝜈𝑘𝑠2𝜎?̇? 
 
(𝑘𝑠1 + 𝑘𝑠2)?̈? − 𝜈𝑘?̈? − μ𝑘?̇? + 𝜈𝑘𝑠2𝜎?̇? + 𝜇𝑘𝑠2𝜎𝐾 = 0 
 




𝑠1 + 𝑠2 − 𝜈
?̇? +
𝜇𝑠2𝜎
𝑠1 + 𝑠2 − 𝜈














                                                   














に付け加える。 2 3 
 
?̈? = 𝜇𝑃 + 𝜈?̇? + 𝐻𝑒𝑔𝑡 
 




2-4 むすび  
 下村は時論中心の官庁エコノミストとして、高名であり評価も
                                                   
2 2  A ok i ,  Yo sh ik a wa  (2002)は 需要 の 飽 和が 新製 品 や 新技 術 を 導 入す る メ
カニ ズ ム を内 生 化 し たモ デ ル であ る 。  














 第 2 に、「独立投資」の理論は、シュンペーターのイノベーシ
ョン 理 論を ケ イン ズの 有 効需 要 の理 論と 結 合す る もの とし て下
村には意識されていた。理論的に不十分な点が多いとは言え、こ










第 3節  日本の高度成長の特徴  
3-1 国民所得倍増計画の概要  
日本では、鄧小平が南巡講話を発表した 30 年近く前の 1960
年の 12 月に、当時の池田勇人内閣により、 10 年後の 1970 年の
日本の国民総生産を 60 年の 2 倍にするという、「国民所得倍増計
画」が閣議決定され、いわゆる「所得倍増計画」がスタートした。  
計画では、60 年の国民総生産、約 13 兆円を 10 年後の 70 年に




下村氏は、 1960 年から 1970 年の 10 年間の国民総生産の実質成
長率を年平均 10.4 パーセント（うち、当初の 3 年間は 11〜 12 パ





























いた（大来 1961）。  

















3-3 所得倍増計画からの GDP 成長変化  
 日本では 1955 年から高度成長期に入って、国民総生産（ GDP）












 図 2 日本高度成長期 GDP 成長  
 
出所：日本統計局  (『日本統計年鑑』 1957 年、1960 年、1974 年版 ）  
 
第 4節  所得倍増計画の経済的影響と意味  




日本国民の累計財産の総額は 1868 億円であり、戦争中の 1942



















































































































止と 封 鎖と い った こと は 直接 的 に現 実の 生 産活 動 に影 響を 及ぼ


















































悪性 の イン フ レ を 抑え る 政策 で ある 。当 該 政策 の 実施 によ って








た。即ち、いわゆる“安定恐慌”である。 1949 年の 4 月から日
本の鉱 工業 は生 産 停滞の 状態 にあ っ て、 8 月から 引き 続いて 、
1950 年 1 月に最低値に至った。生産停滞と企業利潤の下降によ
り、在庫の滞積や物価下落などの問題も出た。 1950 年 6 月の朝
鮮戦争のため、日本はアメリカ軍の軍用物資の生産基地と供給基
地となり、各種のサービスも提供した。戦争の特殊な需要として、






的に見ると、相当に大きな成功を獲得した。1946 年から 1951 年
までの 5 年間に、年平均の増長率が 9.9 であり、そのうち、鉱工


















































である。 1961 年から 1970 年までの間に GNP 及び国民の平均年
収を倍増することを目標とした。所得倍増計画は日本経済の高度
成長時代を伸ばした。 1970 年、計画が満期になって、日本の実













表１  日本戦後経済成長の時期区分  
 期間  実質平均年成長率  
戦後復興期  1945～ 54 9% 
高度経済成長期  1955～ 73 9.2% 
安定成長期  1974～ 85 4.0% 
バブル経済期  1986～ 91 4.9% 
平成不況期  1992～  1 .2% 




挙げられる（表 2）。  
 
表 2 日本高度経済成長の時期区分  
 期間  
神武景気  1954 年 11 月～ 57 年 6 月（ 31 ヶ月）  
岩戸景気  1958 年 6 月～ 61 年 12 月（ 42 ヶ月）  
オリンピック景気  1962 年 10 月～ 64 年 10 月（ 24 ヶ月）  
いざなぎ景気  1965 年 10 月～ 70 年 7 月（ 57 ヶ月）  
バブル景気  1986 年 12 月～ 91 年 2 月（ 51 ヶ月）  
いざなみ景気  2002 年 2 月～ 07 年 10 月（ 69 ヶ月）  




表 3 戦後日本経済成長の分岐点  
1950 年  朝鮮戦争  
1965 年  昭和 40 年不況  
1971 年  ニクソン・ショック  
1973 年  第一次オイル・ショック（第 4 次中東戦争）  
1979 年  第二次オイル・ショック（イラン・イスラム革命） 
1985 年  プラザ合意  
1997 年  金融危機  
2008 年  リーマン・ショック  




期が見せた。これらの分岐点は主に、表 3 が示すものである。  
第 5節  所得倍増計画のプラス面とマイナス面  

















農業の増加値の割合は 1955 年の 27.6％から 1960 年の 30.20％
に増えたが、計画実施後、その割合が大幅に下落し、 1960 年の
30.20％から 1975 年の 12.70％に下がった。二次・三次産業の割
合は高まり、特にサービス業が急速に発展し、 1975 年の割合が





表 4 日本国民所 得倍増計画の 10 年 間 の 増 長 率  (1970 年 と
1960 年の比較 ) 
国民生産総額 (実際 ) 1 倍増  
国民所得（実際）  1 倍増  
人平均国民所得（実際）  0.84 倍増  
賃金レベル（実際）  0.65 倍増  
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賃金レベル（実際）  2 倍増  
工業生産  0.3 倍増  





の軽 工 業資 生 産額 が国 民 所得 に 占め る割 合 が下 降 した のに 対し
て、重工業、特に化学、機械製造、電子設備と自動車製造の割合
が大きくなった。計画の 10 年の間、全体の国民経済が 1 倍増と
なったが、機械工業が 2.5 倍、化学工業が 2.1 倍、鋼鉄工業が 1.6
倍も増となった。同時に鋼鉄の生産量は 2160 万トンから 4800
万トンに増え、乗用車は 14.5 万台から 104 万台に増え、船舶の






20 世紀の 70 年代初期、これらの製品の生産量は殆どアメリカに
次いで世界第二位を占め、さらに一部はアメリカも上回っていた。 
 所得倍増計画において、鉱工業生産指数を基準年次（昭和 31
年～ 33 年平均）の 100 に対して、伸び率 11.9％である。所得倍
増計画のなかでの化学工業、その化学工業のなかで技術の役割が





ったが、消費が G DP に占める比重は下降した。その原因につい
ては、一方、GDP の増長スピードは消費より速かった。もう一方、




日本は 1956 年から 1970 年にかけて行なっていた第一回の消
費革命では「生活合理化」から「更なる快適化」へ向かうことと
「物質需要の欲求の実現」を追求することに発展した。さらに、




で一 番 突出 す るマ ーク は 旅行 が 消費 に占 め る比 重 が大 幅に 多く
なったことであり、国民の生活品質のレベルが大幅に高くなって
きた（高 2007）。  





















そこで下村は 6 月 22 日の景気討論会で赤字国債の発行を提案。
7 月 27 日の国際発行で市場は政府の成長路線を評価し株価は上
昇。不況も脱出し、所得倍増は計画 7 年目で達成。その後もいざ




も生まず、いつか破裂すると言い続け、平成元（ 1989）年 6 月に






























第 2 章  中国の高度経済成長と政策思想  
第 1節  中国高度成長の経緯  
図 3 は中国の実質経済成長率をプロットしたものである。日本
と同様に、初めて経済成長率が 10％を超えるまでを開始期と位
置づけると、改革開放の始まった 1978 年から 1982 年までがそ




図 3 中国の実質経済成長率  
 
出所：『中国統計年鑑』 1980 年、 1998 年、 2013 年版  
 
中国の GDP の成長率であるが、 1978 年～ 80 年代は平均 9.7%、
















































































1978 年から 2007 年まで、中国の G DP の平均成長率は 9.82％に
なった。 CP I の平均成長率は 4.95%になった。都市部の平均失業
率は 3.34%になった。これらは日本の高度成長の 29 年間を超え
ている。  
1-1  高度成長期の開始期    








1-2  高度成長期の展開期   
1984 年から 1988 年の 4 年間、農村では改革による多くの変化
があった。工業の付加価値額である産業総生産は 6 億元を超えた。
年平均成長率は 21.7％に達した。  









2000 年代に入ると、2001 年 12 月の WTO 加盟により対外貿易
が活発化するとともに、対中直接投資も増加し、景気は再び上向
き始めた。  
中国は 2003 年から 2007 年まで二桁の経済成長を続け、 2007
年、 GDP 成長率は 11.5%に達した。 2008 年は 5 年ぶりに一桁成
長（ 9.0%）に落ち、2009 年第一四半期は前年同期比で 6.1%成長
に急落した。 2009 年には GDP 成長率 8％の目標を打ち出した。  




率は 2.6％を基準とする。）中国経済は 2012 年第 3 四半期以降「低
成長・低インフレ」という後退期に入っている。  
成 長 率 の 低 下 と と も に 、 シ ャ ド ー バ ン キ ン グ （ 英 ： Shadow 


















































1-6  高度成長終了の原因  
リーマン・ショックを受けた前回の後退期において、政府は大


























第 2節  鄧小平の経済政策と経済思想「南巡講話」  
2-1 鄧小平の南巡講話とその影響  
 鄧小平（とうしょうへい）は 1904 年 8 月 22 日に四川省広安
県の裕福の家庭に生まれる。1997 年 2 月 17 日に北京で死去した。










                                                   
2 4
 社 会 主 義市 場 経済 （ s oc i a l i s t  ma r ke t  e c ono m y） 社 会 主 義 の 条件 下 で の  
市場 経 済 であ り 、 政 治体 制 は 社会 主 義 の 枠を 守 り つつ 、 市 場 経済 化 への  
移行 を 進 める と い う もの で あ る 。 1992 年に 開 か れた 第 14 回党 大 会 でこ  
の考 え 方 が認 め ら れ た。公 有制 の 堅 持を 掲げ る こ とに よ っ て「社 会 主義 」  
のメ ル ク マー ル と し てい る が 、実 際 に は 「共 産 党 独裁 の も と で市 場 経済  
化を 推 進 する 」とい う過 渡 期 の矛 盾 を そ のま ま 示 した も の と 読ん で よ い。 
つま り 、 過渡 期 の 「 脱計 画 経 済の た め の 戦略 」 で しか あ り え ない 。 市場  
経済 の 成 熟を 待 っ て 、「 社 会 主義 」 の 形 容句 が 削 除さ れ 、 中 国型 の 市場  
経済 す な わち 中 国 型 資本 主 義 に発 展 す る もの と 考 えら れ る 。 市場 メ カニ  
ズム こ そ が資 本 主 義 経済 の 核 心で あ る と する 経 済 学の 常 識 か らす れ ば、  
これ は 形 容矛 盾 で あ り、 論 理 的に は 存 在 しえ な い 観念 で あ る 。こ の 定式  










2-2 鄧小平の南巡講話の背景  
1978 年に日中平和友好条約を結び、鄧小平は同年 10 月に日本
を訪れた。新幹線に乗って、日本の経済と技術力に圧倒された。
また、同年 11 月には、シンガポールの外資誘致の情況を見学し
た。鄧小平は海外視察から帰国した 1978 年 12 月において、「経
済がほかの一切を圧倒する」という政策を打ち出した。中国の改
革開放計画が始まった。  
国際環境・国内環境面から言えば、20 世紀 80 年代末期から 90
年代初期にかけて、国際・国内の情勢は、複雑に入り組み、政治
界が不安定であった。「 8・ 19」事件 2 6を発生、ソヴィエト連邦の
                                                   
2 5
 一 つ の 中心 、二 つ の基 本 政 策と い う の は 、一つ の 中 心 、経 済建 設 を 中  
心と す る こと を 指 す 。二 つ の 基本 政 策 、 四つ の 基 本原 則 を 堅 持し て 改革  
開放 を 堅 持す る も の であ る 。  
2 6  8・ 19 の 事 件 とは 「ソ 連 政 変」 、 「 8 月政 変 」 とい う 、 1991 年 8 月  
19 日 から 8 月 21 日 まで の ソ 連発 生 の 政 変の こ と であ る 。 政 変幹 部 は ソ  
連共 産 党 の強 硬 な 成 員で 、 彼 らは ゴ ル バ チョ フ の 改革 計 画 に 不同 意 で、  
かつ 彼 が 協議 し て い る新 し い 連盟 条 約 で は、 あ ま りに 権 力 が 共和 国 に分  
散さ せ ら れる と 考 え てい た 。こ の 政 変は わず か 3 日 で瓦 解 し てし ま う が、 
この 事 件 を通 じ て 、 ゴル バ チ ョフ は 権 力 を回 復 し 、 ソ 連 が 一 体性 を 維持  







1989 年 6 月、ポーランド統一労働者党は選挙に惨敗し、当選
した労働組合が組閣し、ポーランド共産党はこれにより政権を失
った。次に、ハンガリー社会主義労働者党は 10 月に分裂し、政




                                                   
2 7
国内 で は 1991 年 8 月 20 日 の 新 連邦 条 約締 結 に 向け て 準 備 が進 め ら れ  
てい た 。 しか し 、 新 連邦 条 約 締結 が 各 共 和国 の 独 立と 自 ら の 権力 基 盤の  
喪失 に 結 びつ く こ と を危 惧 し た 。 ク ー デ ター の 失 敗に よ っ て 新連 邦 条約  
締結 は 挫 折し 、 ク ー デタ ー を 起こ し た ソ 連共 産 党 中央 委 員 会 メン バ ーら  
は逮 捕 さ れた 。 ク ー デタ ー を 起こ し た メ ンバ ー は いず れ も 共 産党 の 主要  
幹部 で ゴ ルバ チ ョ フ の直 属 の 部下 だ っ た こと も あ り、 ソ 連 共 産党 と ゴル  
バチ ョ フ の権 威 は 失 墜し た 。 連邦 条 約 締 結に 失 敗 した ゴ ル バ チョ フ ・ソ  
連大 統 領 はこ の 間 も 連邦 制 維 持に 奔 走 し 、 11 月 14 日 、 ロ シ ア共 和 国 と  
ベラ ル ー シ共 和 国 、そし て 中 央ア ジ ア の 5 つ の 共和 国 の 元 首と の 間 で主  
権国 家 連 邦を 創 設 す るこ と で 合意 、 ま た 連邦 へ の 加盟 を 拒 ん でい る 残り  
の共 和 国 への 説 得 を 続け た 。しか し 、12 月 1 日 に はウ ク ラ イ ナ共 和 国で  
独立 の 是 非を 問 う 国 民投 票 が 実施 さ れ 投 票者 の 90 .3%が 独立 を支 持 し 、  
当初 は 連 邦制 維 持 に 賛成 し て いた エ リ ツ ィン ・ ロ シア 共 和 国 大統 領 も、  
5000 万の 人 口を 擁 しソ 連 第 2 位 の 工 業 国で あ る ウク ラ イ ナ が加 盟 し な  
い主 権 国 家連 邦 は 無 意味 で あ ると し て、12 月 3 日 に ウク ラ イ ナ独 立 を承  
認し ソ 連 崩壊 の 流 れ を決 定 づ けた 。 同 年 12 月 8 日 のベ ロ ヴェ ー シ 合意  
にお い て 、ロ シ ア 、 ウク ラ イ ナ、 ベ ラ ル ーシ 共 和 国が 連 邦 を 離脱 し て、  
新た に 独 立国 家 共 同 体 （ C IS） を 創設 し 、残 る 諸 国も そ れ に 倣っ て C IS  
に加 入 し た。 12 月 17 日、 ゴ ル バチ ョ フ 大統 領 は 1991 年 中 に連 邦 政 府  
が活 動 を 停止 す る こ とを 宣 言 した 。  
2 8
 戦 後 の 国際 構 造に つい て も、た ん に二 極対 立 構 造の 歴 史 で はな く 、50  
年代 末 か ら世 界 の 多 極化 趨 勢 が明 確 に な って き て いる と し 、 「世 界 はま  
すま す 多 極化 が 並 存 する 局 面 」に 入 る で あろ う と 述べ た の で ある 。 上海  
国際 問 題 研究 所 の 陳 啓懋 も 、同 研 討 会 に おい て 国 際権 力 構 造 の「 多 極化 」  
論を 展 開 した 。  
60 
 
1992 年 1 月 17 日のことであった。彼は、当時の国際・国内の激
動を背景に、中国改革開放に対する憂慮・緊迫する気持ちを持っ
て旅に出たのであろうことは、想像に難くない。  
2-3 鄧小平の南巡講話の主要内容  
一、革命・改革は両方とも生産力を解放する。1978 年 12 月に
開催された中国共産党第 11 期中央委員会第 3 回全体会議におい
て中 国 共産 党 の事 実上 の 最高 権 力者 であ っ た鄧 小 平か ら提 示さ









































                                                   
2 9陳振绪「 建設 有 中 国 特色 的 社 会 主 義 理 論 的基 石 ─ 学習 鄧 小 平 关于 社 会  


















レベルはある程度向上し、できるだけ 20 年以内 3 1にアジア四小龍
3 2に匹敵できるように努めるよう希望する。経済が安定的で調和
をとって発展するように注意しなければならないが、安定・協調
                                                   
3 0  鄧 小 平の 南 巡 講話 の原 題 は「 武昌 、深 圳 、珠 海 、上海 等 地 の講 話 要 点 」  
であ る 。  
3 1  い わ ゆる 、 1992 年 から 2012 年ま で の 20 年 間の こ と を指 す。  
3 2  ア ジ ア四 小 龍 とは 、アジ ア に おい て 経 済 発展 を 遂 げた 4 地 域 の総 称 で  
ある 。ア ジア の 4 匹 の虎 な ど と呼 ば れ る こと も あ る。1960 年 代の 日 本 の  
高度 経 済 成長 に 次 い で 、東ア ジ アの 中 華 民国（ 台 湾）、大 韓 民 国（ 韓国 ）、  
香港 特 別 行政 区 （ 香 港）、 シン ガ ポ ール の 4 地 域 は、 1960 年代 中 期 から  
急速 な 経 済発 展 を 遂 げた 。 国 の豊 か さ を あら わ す 指標 と し て 良く 用 いら  
れる「 1 人 当 た りの GDP 購買 力 平 価ベ ース 」の 統 計 を見 た 場合 、シ ン ガ  
ポー ル は 世界 の ト ッ プレ ベ ル にあ り 、 香 港も ア メ リカ 合 衆 国 と肉 薄 して  
おり 、 台湾 （ 21 位 ）お よ び韓 国 （ 25 位） も 日本 （ 24 位 ）と 同 程度 の 高  



















                                                   
3 3房国 祥 「 鄧小 平 关 于 社会 主 義 本質 的 科 学 概括 及 其 重大 意 義 [ J ]」内 蒙 古  
師大 学 報 (哲 学 社会 科学 版 )、 1998 (S1 )。  
3 4
 中 国 では 1978 年  の 11 期 3 中 全会 以 来 、社 会 主 義の 下 で の経 済 発 展  
と社 会 の 繁栄 を 模 索  し て きた 。ま た、そ れに 伴 っ て、社会 主 義精 神 文 明  
も提 唱 さ れた 。 86 年の 12 期 6 中全 会 では 特 に 「社 会 主 義 精神 文 明 建設  
の指 導 方 針に 関 す る 決議 」も行 な われ 、精神 文  明 建 設 の戦 略的 地 位、根  
本的 任 務 、重 要 方 針 など が 採 択さ れ 、 物 質文 明 と 精神 文  明 の二 つ の 文  
明建 設 を 推進 す る よ うに な る 。し か し 、 89 年 の 天 安 門 事 件 を 前 後 し て 、 
登昼 小 平 はこ こ 十 年 来の 最 大 の過 失 は 教 育で あ り 、思 想 政 治 面の 教 育が  
薄弱 で あ った と 告 白 して い る 。そ こ で 、 天安 門 事 件直 後 の 13 期 4 中 全  
会以 降 、 経済 建 設 と 共に 社 会 主義 精 神 文 明の 建 設 の強 化 が 図 られ る よう  
にな っ た 。そ し て 、 92 年 の第 14 回 党 大 会で は 、 中国 の 特 色 をも っ と 社  
会主 義 建 設と い う 登 誌小 平 理 論の 共 産 党 にお け る 指導 的 地 位 を確 立 し、  
社会 主 義 市場 経 済 の 構築 と 共 に、 精 神 文  明 建 設  の推 進 を 再 度強 調 する  
こと に な る 。その 意 味で も 、今 回の 15 大は 、特 に 14 大 以 降の 理 論 と実  























                                                                                                                                                     
とし て 確 立し 、 中 国 共産 党 は マル ク ス ・ レー ニ ン 主義  、毛 沢東 思 想 、  
鄧小 平 理 論を 自 ら の 行動 の 指 針と す る と 明確 に 規 定す る 」 こ と、 す なわ  
ち「 郵 小平 理 論 を高 く掲 げ る」こ と が大 きな テ ー マで あ っ た わけ で あ る。  
現在 の 中 国で そ の 価 値観 を 見 るに は 、 鄧 小平 理 論 並び に 党 の 指導 方 針を  
検討 す る 必要 が あ る こと は 言 うま で も な いが 、 中 でも 社 会 主 義精 神 文明  
の概 念 を 整理 す る こ とに よ っ て、 中 国 共 産党 が 目 指す 価 値 観 を検 討 する  









る発 展 プロ セ スを 経て も 必ず 資 本主 義に 取 って 代 わる のは 歴史
発展の大勢であると考えていた。鄧小平は史的唯物論で人類社会











2-4 南巡講話の戦略・経済特区  
南巡講話の戦略的意義について、ジヴコフ 3 5などの第一代ソ連、
                                                   
3 5 ジ フ コ フは プ ラヴ ェツ 近 く の小 さ な 村 の貧 し い 家庭 に 生 ま れた 。青 年  
時代 に 職 を求 め て ソ フィ ア に 移り 住 ん だ 。第二 次 世 界大 戦 時 は 、ナ チ ス・ 
ドイ ツ に 対す る レ ジ スタ ン ス 運動 に 加 わ り、 戦 後 はブ ル ガ リ ア人 民 軍司  
66 
 




この 思 考単 純 に中 国自 身 の曲 が りく ねる 発 展か ら 悟ら れた だけ
でなく、世界社会主義の歴史発展の全体の概観によって悟られた
思考である。従って、鄧小平の中国経済体制改革の市場傾向に対
















                                                                                                                                                     
令官 と し て帰 国 し た 。そ の 後 のブ ル ガ リ アは 王 制 を廃 し て ブ ルガ リ ア人  












鄧小 平 の南 方 への 旅も 中 国が 改 革開 放の 新 段階 に 入る こと とし













                                                   
3 6  『 国 務 院关 于 鼓 励支 持和 引 導 個体 私 営 等 非公 有 制 経済 発 展 的 若干 意 見 』

























                                                   
3 7四つ の 基 本原 則 と は 、第 1、 必 ず社 会 主 義の 道 を 堅持 し な け れば な り
ませ ん 。第 2、 必 ず 人民 民 主 主義 独 裁 を 堅持 し な けれ ば な り ませ ん 。 第
3、必 ず 共産 の 党 の 指導 を 堅 持し な け れ ばな り ま せん 。第 4、必 ずマ ル ク









第 3節  南巡講話に関わる経済影響  












                                                                                                                                                     
小平 理 論 「三 つ の 代 表」 の 重 要な 思 想 で ある 。  
3 8中国 共 産 党第 十 一 期 中央 委 員 会第 三 回 全 体会 議 は 、1978 年北 京で 挙 行  
され た 中 国共 産 党 中 央委 員 会 の会 議 。 こ の会 議 に よっ て 中 国 の改 革 開放  












































































長率は平均 10％を維持してきた。特に、 2000 年の WTO 加盟に
よって、中国の経済は世界経済とのつがなりがますます深くなり
つつある。中国経済もその恩恵を受け 2000 年代以後の顕著な高





図 4 中国高度成長期の GDP 
 
出所：『中国統計年鑑』 1979 年、 1984 年、 1990 年 2013 年版  
 













































































                                                   
















































の GATT 復帰交渉が WTO に加盟する交渉になって来た。1995 年










することを堅持し、発展途上国の待遇を享受すること ｡  
1996 年 3 月に、世界貿易組織の中国関連幹事は初めてジュネ
ーブで会議を開き、中国の代表団が会議に出席したと同時に経済
建設 及 び国 内 経済 を世 界 経済 と ドッ キ ン グ する ス ピー ドを 速め
た。 1996 年 4 月 1 日と 1997 年 10 月 1 日に、中国政府が二回ま
で大幅に関税の税率を下げ、各種様々な名目の非関税障壁を取り
消した。 1999 年以降に、中国の加盟のスピードが顕著に速くな
った。 2000 年 5 月 19 日に、中国と EU とは多角協議を結んだ。
2001 年 9 月 13 日に、中国とメキシコと二国間協議を結び、これ
によって、中国と交渉する必要がある 37 個の世界貿易組織のメ
ンバーとの会議がすべて終わった。2001 年 9 月 17 に、世界貿易
組織の中国関連幹事が 18 回目の正式会議を開き、正式に中国が
加盟する法律文書が許可された。 2001 年 11 月 10 日に、ドーハ
で行 な われ た 世界 貿易 組 織の 第 四層 部長 レ ベル 会 議で は中 国が
世界貿易組織に入ることを審議され、許可された。中国は迅速に
全国 人 民代 表 常務 委員 会 に許 可 され た中 国 の世 界 貿易 加盟 の議
定書を上呈した。一ヵ月後の 2001 年 12 月 11 日に、中国は正式
に世界貿易組織のメンバーになった。  
WTO は世界貿易の運営のルールを決定し、有力に貿易の保護






























































労働 力 が部 門 間の 移転 と 交替 は 最主 要な 調 整コ ス トで ある かも
しれない。特に現在中国の農業部門が占める就職の割合は高くて、
農業 部 門の 縮 小は 一部 の 農業 労 働力 が工 業 とサ ー ビス 部門 に移
転することを意味することである。2001 年から 2005 年にかけて
約 270 万の農業労働力が他の部門に移転した。  









東省と他の地域を区別して分析してみると、広東省が GDP 4 0の増
                                                   
4 0地域 間 格 差は 縮 小 傾 向に あ り 、地 域 内 、 特に 以 前 から 注 目 さ れて き た
東部 地 域 内に お け る 格差 も 縮 小傾 向 が み られ る 。 ここ で 、 東 部地 域 の代
表と し て 、 2009 年 1 人当 た り 名目  G D P 最 高 の上 海 市（ 78 ,989 元 ）、全
国第 6 位 の広 東 省（ 41,166 元）、同第 7 位の 山 東 省（ 35 ,894 元）を 取 り
上げ 、 東 部地 域 内 の 省間 格 差 をみ て み る 。上 海 の 1952～ 2002 年は 、 国
家統 計 局 編『 新中 国 六十 年 統 計資 料 匯 編 』2010 年、同 2003～ 2009 年 は
国家 統 計 局編『 中 国 統計 年 鑑 2010』2010 年 、山 東 省は 、山 東 省 統 計 局 ・
国 家 統 計 局 山 東 調 査 総 隊 編 『 山 東 統 計 年 鑑  2 010』 2 010 年 、 広 東 省 は 、
広東 省 統 計局 ・ 国 家 統計 局 広 東調 査 総 隊 編『 広 東 統計 年 鑑  2010』中 国


















第 4節  南巡講話の意味  
4-1 現在の中国経済における南巡講話の意味  























が第 二 波歴 史 大モ デル チ ェン ジ と第 三波 歴 史大 モ デル チェ ンジ
の端境期に置いている。転身の第一波、すなわち社会制度の転身
である。1919 年から 1949 年にかけて、新民主主義の社会制度に
転身し、中国の国情に適合した。しかし、 1956 年にスターリン
ーソ 連 やロ シ ア式 の伝 統 制度 に 転身 して し まっ た こと につ いて
は、深刻な歴史教訓があった。転身の第二波、すなわち経済体制



















































の不 健 全か ら 取得 した 利 益は 更 なる 改革 の 中で 無 くな るこ とを
心配していた。例えば、銀行業には「利率市場化」の問題が存在
している。銀行監督管理委員会が最近発表したデータによると、









































































ての異文化成果を吸収した上に参考しなければならない 。  
4-2 南巡講話のプラス面とマイナス面  
プラス面について、ソ連が崩壊した一箇月も経たないうちに、




















小平 の 南方 講 話は 中国 が 平和 的 に台 頭す る 新道 路 を開 拓し たこ
とがわかる。まとめると、以下のとおりである。  
中国が初歩的に経済の台頭を実現した。一国の台頭は経済、文
化、軍事など様々な面を含む。1992 年からの 20 数年の間に、中
国は経済面で初歩的な台頭を実現した。鄧小平が南方講話をする
前の 1991 年では、中国の国内生産総額が 21,782 億元であり、
2010 年には 401,202 億元に増えた。中国の経済総量は欧州各国
と日本を超えて、世界二番目の経済体となった。中国の対外貿易
の貿易額が 1991 年の 1357 億元から 2010 年の 29,740 億元に増




易総額は 36,000 億元を突破した。4 1中国は既に世界最大の輸出国
となった。中国が吸収した外国の投資額は 1991 年の 44 億米ド
ルから 2010 年の 1057 米ドルに増え、対外投資は 1991 年の 10
億米ドルから 2010 年の 688 億米ドルに増えたことが分かった。 
大 国が 台 頭 す るに は 皆国 際 資 源 の吸 収 と整 合 を 必 要と す る も
のである。歴史上のこれらの大国と違って、中国は平和に台頭す
る新路線を開拓した。  














                                                   
4 1
 2011 年 の 中国 経 済 は、 実 質 G D P 成長 率が 9 .2％ と 2 年 ぶ りに 1 ケ タ  
成長 に 鈍 化し た 。貿 易総 額 は 3 兆  6 ,421 億ド ル と 初め て 3 兆ド ル を 突破  
した 。 伸 びは 22 .5％ 増で 目 標の 10％を 大き く 上 回っ た 。輸 出が  20 .3％  
増、 輸 入は 24 .9％ 増 であ っ た 。 2011 年 の対 内 直 接投 資 （ 実 行ベ ー ス  
金融 分 野 を除 く ） は 、伸 び が 9 .7％ 増と 1 ケタ に 鈍 化し た も のの 2 年 連  






国は こ れら の 規律 に基 づ いて 成 功的 に経 済 のグ ロ ーバ ル化 に溶
け込み、自分の経済の台頭を実現できた。  



















                                                                                                                                                     
の微 増 だ った 。 h t t p : / / ww w . je t ro .go . jp / wo r ld /g t i r /2012 /を参 照 せよ 。  
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WTO に加盟して 10 年の間に、中国の対外開放の程度が更に高く
なった。WTO に加盟して 10 年の間、正に中国企業の国際競争力
が急速に向上した 10 年であり、中国の国家実力と影響力が急速





歴史 段 階は 第 三回 の経 済 グロ ー バル 化発 展 の各 転 換点 と 緊 密に
















































中国 の 国民 素 質が ただ で さえ 高 くは ない た め社 会 には 道徳 の危
機が出てしまった。  
第 5節  結論  
5-1 南巡講話の意義  


























「 大 胆 に資 本 主義 の発 達 国を 含 む現 在の 世 界各 国 の現 代化 社会




し、精神も大いに解放された。それは 20 世紀の 90 年代の中国の
経済の持続的な発展に思想の基礎を固めた。今回の講話が引き起
こし た 思想 解 放の 程度 と 震撼 力 は前 回の 真 理標 準 の論 議の よう
に大きかった。その思想開放が生み出したエネルギーによる一つ
重要 な 結果 は 十一 回三 中 全会 が 中 国 の社 会 主義 歴 史の 新時 期を
開いたことである。「南巡講話」が引き起こした思想解放の大き




5-2 社会主義市場経済体制の確立  
改革開放して以来、農村家庭連合生産請負責任制を主要内容と
















内も、管理整頓と「 8・ 19」事件 4 2の影響で、改革する思想が混
乱し、困惑し、改革解放が彷徨期に入った。肝心な時に (1992 年
1 月 18 日～ 2 月 21 日 )、鄧小平が前後して武昌、深圳、珠海、
と上海を視察し、途中でいろいろ重要な話をした。話の重点は、
                                                   















次に、1979 年から 1992 年にかけて、鄧小平は前後十数回も計
画と市場の問題を述べて、 1992 年の南方旅行がようやく計画と
市場の紙一重を突き破った。彼は計画の方が多いのか、或は、市


































第 3 章  日中高度経済成長期の社会経済システムの比較  










1-1  高度成長期のマクロ政策システム  





年から 1973 年の高度経済成長期と言った。  
 日本高度成長期の最初段階は神武景気（ 1955 年～ 1957 年）で
ある。この時期では白黒テレビ・洗濯機・冷蔵庫が出現した。ま




年～ 1964 年）では建築ブームは景気を上昇し、 GDP の成長率も





とになった。 1960 年 12 月に、池田勇人内閣は 10 年後の 1970
年の日本の国民総生産を 60 年の 2 倍に計画した。大蔵省出身の
経済学者・下村治は「国民所得倍増計画」が 60 年の国民総生産
（約 13 兆円）を 70 年に 26 兆円に立案した。下村は 1960 年か
ら 1970 年の 10 年間の国民総生産の実質成長率を年平均 10.4％
（当初の 3 年間は 11～ 12％）と予測した。  
日本経済は戦後復興から第一次石油危機まで（ 1947 年～ 73 年





年に改革・開放を実施して以来、中国経済は 2008 年の 30 年間




                                                   


























































え る 大 企 業 の 育 成 を 目 指 し て い る （ 松 本 1999）。 両 国 企 業 を 合
併・再編になって、政府の役割が低下し、産業育成政策もビジョ






















報交 換 を促 進 する 制度 は 日本 の 産業 政策 の 貢献 さ れた こと であ








表 5 日本の産業育成政策  
 1960～ 70 1970 
産業政策  官民協調方式  ビジョン  
経済体制  自由化  自由主義  
政策手段  1.  投資調整  
2.  生産調整  
3.  価格調整  
4.  合併・再編成  
5.  機械・電子振興  
ビジョン作成  
主な対象産業  鉄鋼  石油化学  
石油精製  合成繊維  
機械・電子  
ハイテクなど  
















情報などの産業が重視された。 4 6 






導をして、次に政企分離 4 7にした。企業の管理権が高くなった。       
同時に、企業の生産活動において収益性を重視する総合的経済
指標を導入し、企業経営の支援するインセンティブを可能にした。
                                                                                                                                                     
4 4丸川 （ 2000）  
4 5丸川 （ 2000）  
4 6丸川 （ 2000）  
4 7行政 指 導 と企 業 経 営 の分 離 に より 、政 府 が企 業 に 過度 な 干 渉 を無 く 事。 
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4 8利潤 上 納 制か ら 税 金 納付 制 に 改め る こ と 。  
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表 6 中国の産業育成政策における時期区分  






期間  供給不足の解消  市場経済化  「国際競争」重視  
産業構造調整  統一市場の形成  産業構造合理化  
経済構造  重 工 業 （ 偏 重 ） か
ら軽工業への転換  
基礎産業の整備  「過剰設備」  
（ 1）産業政策  
（ 2）国有企業改革  
（ 3）外資の導入  





自 動 車 、 機 械 、 電
子 、 情 報 、 石 油 化
学、建築・住宅  
手段  （ 1）直接 (数量、




(1 )外資の導入  
(2 )企業の合併・再
編  
(1 )企業集団化  
(2 )銀行改革  
(3 )ベンチャー資金  
(4 )税 制 の 優 遇 な ど
の 財 政 支 援 を 増 や
す  
(注 )ここで、産業育成政策は、衰退産業の整理もインフラ事業も含ま
な い 。 す な わ ち 動 学 的 な 規 模 の 経 済 を 達 成 す る も の に 限 ら れ て い る。
また中長期で純経済余剰がプラスと見込める産業に限られている。  








り GDP の格差が 2～ 3 倍である。  




が形成された（根津 1999）。表 7 のように現れた。  
日本の高度経済成長期の金融システムの特徴は ①オーバーロー
ン、②オーバーボロイング、③資金偏在、④間接金融の優位の四
点が指摘されている（鈴木 1974）。  



























 高 度 成長 期 日本 で イ ン フレ 率 や国 際収 支 の変 動 から 診断 する
日銀は、金融政策の第一義的任務を「通貨価値の安定と維持」に
置いた。高度成長期、池田内閣は「所得倍増計画」を実施して、











表 7 日本の戦時中・終戦直後期の特徴  









戦後  ・各種規制   
①  金利を規制  
②  銀行業務、証券業務、信託業務、保険業務など
金融機関の業務の金融機関の種類ごとの規制  
  ③外国との資本取引の厳しい制限  
・間接金融方式とメイン・バンク制  
①  大蔵省は証券業務よりは銀行の貸出業務を重視
する方針  →間接金融方式    














の他金融機関の 7 種類からなっている（辛耀 1974）。  
 伊藤武（ 1974）によれば、人民銀行は、改革開放以前は中央銀
















中 国の 高 度 経 済成 長 期の 金 融 シ ステ ム の特 徴 は ① 間接 金 融 の
                                                   



































































現代中国の国有企業改革の最初の段階（ 1978～ 86 年）では「経







有権と経営権の分離をした。同年第 8 期全人民代第 1 次会議で、
国営企業から国有企業への転換が採択された。 1997 年共産党第
15 期全国大会で、国有企業の株式制転換を決定された。 2008 年
第 11 回全人代第 5 次会議で「企業国有資産法」によって、国有
115 
 







に重要な役割を果たした。   
 さらに、中国では集体企業は郷村集体所有制企業 5 1と城鎮集体











                                                   
5 0国有 独 資 企業 、 国 有 独資 公 司 、国 有 持 ち 株公 司 、 国有 資 本 参 加公 司 で
ある 。  
5 1郷村 集 体 所有 制 企 業 の範 囲 に つい て 「 郷 （鎮 を 含 む） 及 び 村 （村 民 の
グル ー プ を含 む ） の 農民 集 体 によ っ て 行 われ る 企 業に 適 す る 」と 説 明し
てい る 。  
5 2城鎮 集 体 所有 制 企 業 の範 囲 に つい て 「 郷 村の 農 民 集体 に よ っ て行 わ れ  
る企 業 を 除く 、 城 鎮 にお け る 各種 の 業 種 及び 各 種 の組 織 形 成 の集 体 所有  




1-5  高度成長期の雇用システム  
日本の雇用システムは最も重要な特徴として挙げられるのは、
長期雇用制（終身雇用制）、年功賃金制度（年功序列制）及び企
業別組合主義（企業組合）の 3 つである（石田 2013）。  




















































1991 年に食料配給制度が廃止された。  




経営不振の国有企業が倒産や合併し、それに加え 、 1990 年代初











                                                   
5 3都市 で の 食料 配 給 サ ービ ス の 対象 か ら 除 外さ れ る 。  
5 4農村 出 身 の出 稼 ぎ 労 働者 を 中 国語 で こ う 呼ぶ 。 中 国で は も と もと 都 市  































1-6  高度成長期の人口移動システム  
日本では、1956 年から 1970 年にかけて、三大都市圏に人口移
動は 820 万人になる。この高度経済成長期（神武景気、岩戸景気、
オリンピック景気、いざなぎ景気）の時期に相当する。高度経済




































改革開放以前の中国では、人口センサスは 2 回（ 1953 年、 1964
年）を行われた、改革開放が開始した 1982 年に、移動人口比率
は 0.7％であった、 80 年代を通じて同比率は 1.9％に上昇し、さ




                                                   
5 5厳善 平  科研 費 基 盤 研究 （ B） (2 ). 「 中 国に お け る労 働 移 動 と経 済 発  
展に 関 す る計 量 分 析 」（ N o .14530080 ,H 14-16 年）。  
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 改革開放以来、中国の流動人口は 1982 年の 657 万人から 2010
年の 2.6 億人 5 7へと増加し、 1978 年から 2008 年まで、都市人口










                                                   
5 6中国 の 農 村地 帯 か ら 広州 、 上 海、 福 州 な ど沿 岸 部 の大 都 市 に 向か う 出  
稼ぎ 農 民 の大 移 動 を いう 。出稼 ぎ 農 民は 1980 年 代 後 半か ら 盛 んに な り 、  
当初 は 無 秩序 な 都 市 への 流 入 は「 盲 流 」 と呼 ば れ たが 、 こ こ 数年 は 改革  
開放 路 線 によ る 経 済 発展 に 伴 う必 然 的 な 現象 と し て定 着 し 、 呼び 方 も民  
工潮 と 変 わっ た 。  
5 7本稿 は 1978 年 か ら 2008 年ま で の流 動 人口 を 分 析す る が 、 2008 年に  
は中 国 政 府が 流 動 人 口に 関 す る調 査 が お こな わ れ なっ た た め 、2010 年の  
デー タ を 用い る 。  
5 8王鼎 午 「 90 年 代上 海流 動 人 口 [ M ]」 上 海： 華 東 師範 大 学 出 版社 、 1995  





































第 2節  日本と中国の類似点と相違点  
2-1 日本と中国の類似点  
第二次大戦後の 1945 年から 55 年の 10 年間、日本経済の平均
成長率は 9％近くにも達する高いものであった。日本の高度成長
は、 1956 年から 1973 年までの 18 年間の実績を平均すると、年
率 9.1%というのを記録している。中国については、 1979 年から






日本は 1945 年戦後から経済成長が回復して、1973 年オイル・
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1945 年から 55 年の 10 年間日本の経済成長率は 9％近くにな
った。 1956 年から 73 年の 18 年間日本の経済成長率が 9％を超
えた。日本は 30 年近くに渡る経済高度成長になった。1978 年か
ら 2009 年の中国の経済成長率も 30 年近く年平均 9.8%という高














図 6 中国  産業の国民総生産構成比  
 

















































































































































第 4 章  日中の高度成長期の所得格差と政策思想  
第 1節  日中高度成長期における地域所得格差  
 本論文では、日本の「一人当たり県民所得」と、中国の「一人
あたり域内総生産」、「農村居民一人当たり所得」、「都市居民一人
当たり所得」の変動係数 5 9、ジニ係数 6 0を地域格差の指標として、
日中の高度成長期の地域間格差の変動について考察する。  
中国では 1978 年の改革開放以来、中国経済発展は著しくなっ











                                                   
5 9変動 係 数 （英 :  co e ff i c i en t  o f  va r i a t io n） とは 、 標 準偏 差  (σ) を 算 術平
均  ( ) で 割っ た も の 。相 対的 な ば らつ き を表 す。単 位 のな い 数と な り 、
百分 率 で あら わ さ れ るこ と も ある 。相 対 標準 偏 差  (R SD ,  r e l a t i ve  s t a nd a r d  
de v i a t i on) とも 呼 ば れる 。   
6 0  ジ ニ 係数 （ 英 :  G in i  co e f f i c i e n t） と は 、 主に 社 会 にお け る 所 得分 配 の  




表 8 各変数と基本統計量  
変数  日 本 県 民
1955  
中 国 省 間
1995  
中 国 都 市
1995  
中 国 農 村
1995  
平均値  74.19648  4271.031  5172.854  1677.287  
中央値  73.57684  4015.775  3894.862  1511.22  
最大値  125.7605  7438.7  17403.32  4245.61  
最小値  49.26419  2863.03  1796.095  880.34  
標準偏差  14.45126  1160.286  3246.911  765.404  
歪度  1.161956  1.361748  2.081438  1.663237  
尖度  5.308208  4.239585  7.925808  5.569461  




11.19251  51.99139  22.8206  
確率  0.000034  0.003712  0 0.000011  
合計  3413.038  128160.9  155185.6  51995.9  
偏 差の 平 方
和  
9397.758  39041667  3.06E+08  17575298  
観測数  46  30  30 31  
出所：『 日本 統計 年 鑑』総 務省 統計 局  1956、 1960、 1966、 1974 年












 変動係数とは、標準偏差（ √𝜎2）を算術平均（ ?̅?）で割ったも
のである。単位のない数となり、データの相対的なばらつきを
表す。  




 変 動 係 数 の ほ か 、 相 対 標 準 偏 差 （ RSD,  re l a t i ve  s t andard  






用される。 0 に近いほど平等であり、 1 に近いほど不平等であ
ると判定される。  













図 7 日本県民一人当たり所得地域格差  
 














































































































て 成 長 率 は 低 下 し て い く 、 と い う 仮 説 で あ る 。 Barro  and  













表 9 日本の一人当たり所得の絶対的収束仮説の検証  
Number  o f  
obse rva t ions  
46 
F－ s t a t i s t i c  8.152768  
R-squared  0.156325  
Variable  Coef f i c i en t  S td .  E r ro r  t -S t a t i s t i c  Prob .  
C  2.583774  0.069070  37.40804  0.0000  
NUM1955  -0 .002478  0.000951  -2 .607157  0.0124  








るという意味での収束を Barro〔 2006〕では β - convergence  と呼
んでいる。収束係数 β の符号が負であれば一人当たり所得の格差
が縮小することになり、さらにその絶対値が大きければ大きいほ
ど格差の縮小が速いということになる（斯琴 2009）。  
表 9 の回帰分析の結果により、β の値がマイナス（ β＝ -0 .0025）
で、5％水準で統計的に有意である（ t 値＝－ 2.61）という結果が
得られた。この結果、日本の高度経済成長では一人当たりの所得
格差は収束する傾向にあったと言える。  
1-2  中国の一人当たり所得地域間格差の動向   
一人当たり省市間所得格差の動向について、本章では、省・直
轄市・自治区 6 1を総じて省と呼ぶ。1988 年に海南が広東省から分
離し省となり、 1997 年に重慶市が四川省から分離し直轄市に昇





人可支配収入』等の所得における地域間格差の 1995 年から 2013
                                                   
6 1直輔 市 に ､北 京 ､天 津 ､上 海 があ る 、自 治区 には ､広西 壮 族 自治 区 ､内 モ ン  
ゴル 自 治 区 ､チ ベッ ト自 治 区 ､新 疆 ウイ グル 族 自 治区 ､寧要 回族 自 治 区が  





 分析結果によると図 8 に示したように、変動係数とジニ係数の
変化を見ると、中国の一人当たり所得省間格差は 、 1995 年から
拡大して、 1999 年にピークに達して、 2000 年から縮小したが、
2005 年再びピークに達した。そして、 2006 年から再び縮小に転
換してきた。中国では改革開放から、都市部と農村部の格差が大
きく 、 様々 な 政策 を実 施 して 、 所得 格差 が 転換 し てい る。 斯琴
（ 2009）によれば、中国の一人当たり所得省間格差縮小の要因は、
2001 年から始まった西部大開発や 2006 年 1 月 1 日からの農業税
廃止などが考えられる。農業税廃止は全国的に実施されたが、そ
の目 的 は都 市 部と 農村 部 の所 得 格差 を修 正 する た めだ と考 えら
れる。  










                                                   
6 2中国 で は 1953 年 に 最初 の 五 ヵ年 計 画 が 始め ら れ 、 1958 年 から 第 二 次  
五ヵ 年 計 画に な っ た 、第 三 次五 ヵ 年 計画 が 3 年 遅れ の 1966 年に な っ た。   
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図 8 一人当たり所得地域間格差の動向  
  
 出 所：『 中国 統 計 年鑑 』 1996、 2000、 2004、 2010、 2014 年 版 よ り筆
者作 成  
 
  一人当たり所得の絶対的収束仮説の検証について、  
表 10 中国省市間一人当たり所得の検証  
Number  o f  
obse rva t ions  
30 
 
F-s t a t i s t i c  52.40690  
R-squared  0.651771  
Variable  Coef f i c i en t  S td .  E r ro r  t -S t a t i s t i c  Prob .  
C  3.319180  0.261088  12.71289  0.0000  
NUM1995  -0 .000204  4.88E -05  -4 .172018  0.0003  
出所：『中国統計年鑑』 1998、 2000、 2014 年版よりよ り筆 者作 成  
 
表 10 の回帰分析の結果により、β の値がマイナス（ β＝ -0 .0002）

































































































ただし、収束係数の絶対値は日本の 10 分の 1 程度であり、中
国の 所 得格 差 の収 束傾 向 が極 め てゆ っく り して い るこ とも 分か
る。このため、何らかの政策手段によって格差の縮小を図ってい
く必要があるであろう。  
1-3  中国における都市居民一人当たり所得地域間格差  
都市居民一人当たり所得地域間格差の動向について、図 9 の変
動係数とジニ係数の推移をみると、省別の都市居民一人当たりの
純収入の格差は、 1996 年頃に一時的に縮小したが、 2000 年ごろ
にピークに達した。 2002 年に縮小して、 2006 年、再びピークを
付けた。 2006 年以降は縮小していることが見てとれる。  
 
 図 9 都市居民一人当たり所得地域間格差  
 






































































































表 11 中国都市一人当たり所得の検証  
Number  o f  
obse rva t ion  
30 
F-s t a t i s t i c  5.664662  
R-squared  0.168267  
Variable  Coef f i c i en t  S td .  E r ro r  t -S t a t i s t i c  Prob .   
C  2.024660  0.119576  16.93202  0.0000  
NUM1995  -5 .20E -05  3 .02E -05  -1 .722093  0.0961  
出所：『中国統計年鑑』 1995、 2013年版より筆者作成  
 












1-4  中国における農村居民一人当たり所得地域間格差  
農村居民一人当たり所得省市間格差の動向について、図 10 の
変動係数とジニ係数の推移を見ると、省別の農村部一人当たり所












表 12 の回帰分析結果により、 β の値がマイナス（ β＝ -8 .14×10










図 10 農村居民一人当たり所得地域間格差  
 




表 12 中国農村一人当たり所得の検証  
Number  o f  
obse rva t ions  
31 
 
F-s t a t i s t i c  10.96619  
R-squared  0.274387 
Variable  Coef f i c i en t  S td .  E r ro r  t -S t a t i s t i c  Prob .   
C  1.896573 0.041748 45.42927 0.0000 
NUM1995 -8 .14E -05 2.23E -05 -3 .642141 0.0010 
































































































1-5  日中の地域間所得格差の傾向に関する考察  







































2-1 産業の定義と分類  










いて、産業を第一次産業、第二次産業、第三次産業に 3分類した。  
 第一次産業（ Primar y sec to r  o f  indus t r y）は、自然界に働きかけ
て直接に富を取得する産業が分類される。農業、林業、漁業、鉱
業が該当する。  
 第二次産業（ Secondar y sec to r  o f  i ndus t r y）は、第一次産業が採
取・生産した原材料を加工して富を作り出す産業が分類される。
製造業、建設業、電気・ガス業が該当する。  

















2-2 日本の高度経済成長期の産業構造について  
日本の 1950 年以前の産業構造の状況について、日本では 1950
年以前約 100 年近く、農業を中心とする第一次産業に携わった人
が半数以上見られる。 1950 年の全国産業別就業者割合は第一次




















表 13 日本の GDP と産業 3 部門別就業者数  
Year   GDP  Pr i 就業者数  Sec 就業者数  Ter 就業者数  
1950 3946.7  1067  764  1746 
1953 7084.8  1559  952  1802 
1954 7465.7  1507  981  1475 
1955 8597.9  1536  997  1557 
1956 9647.7  1500  1041 1630 
1957 11064.1  1467  1120  1694 
1958 11845.1  1408  1166  1724 
1959 13897  1348 1187  1800 
1960 16680.6  1340  1242 1854 
1961 20170.8  1303  1323 1872 
1962 22328.8  1267  1397 1892 
1963 26228.6  1194  1431 1970 
1964 30399.7  1149  1467 2039 
1965 33765.3  1113  1507 2110  
1966 39698.9  1072  1554 2201 
1967 46445.4  1036  1637 2247 
1968 54947  988  1702 2312 
1969 65061.4  946  1740 2354 
1970 75298.5  886  1791 2417 
1971 82899.3  815  1816 1816 
1972 96486.3  755  1832 2539 
1973 116715  699  1916 2608 
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1974 138451.1  675  1905 2657 
1975 152361.6  661  1841 2721 
出所： 1976 年版『日本統計年鑑』より筆者作成  
注：（ 1） 15 歳以上就業者数の推移  
   (2 ) 第 1 次産業：農業、林業、漁業  
     第 2 次産業：鉱業、建設業、製造業  
     第 3 次産業：電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業、  




















表 14 VECモデルでの推定結果  
 
 Vector Error Correction Estimates
 Date: 01/22/16   Time: 12:34
 Sample (adjusted): 1956 1998
 Included observations: 43 after adjustments













Error Correction: D(GDP) D(PRI) D(SEC) D(TER)
CointEq1  0.063578  0.000241 -0.000779 -8.76E-05
 (0.04175)  (0.00011)  (0.00022)  (0.00016)
[ 1.52289] [ 2.14254] [-3.47959] [-0.53325]
D(GDP(-1))  1.017942 -0.000102  0.004067  0.000942
 (0.20748)  (0.00056)  (0.00111)  (0.00082)
[ 4.90633] [-0.18281] [ 3.65475] [ 1.15278]
D(GDP(-2)) -0.657316 -0.000831 -0.001018  0.000610
 (0.24419)  (0.00066)  (0.00131)  (0.00096)
[-2.69186] [-1.26355] [-0.77719] [ 0.63486]
D(PRI(-1))  18.05006  0.381953 -0.092115 -0.193520
 (60.2762)  (0.16233)  (0.32329)  (0.23729)
[ 0.29946] [ 2.35288] [-0.28493] [-0.81555]
D(PRI(-2)) -23.37166  0.098345  0.078265  0.038593
 (44.5725)  (0.12004)  (0.23906)  (0.17547)
[-0.52435] [ 0.81926] [ 0.32738] [ 0.21995]
D(SEC(-1))  1.276045 -0.031410 -0.110697 -0.091997
 (38.1424)  (0.10272)  (0.20457)  (0.15015)
[ 0.03345] [-0.30577] [-0.54111] [-0.61268]
D(SEC(-2))  19.77055  0.011467 -0.237917  0.029353
 (37.3971)  (0.10072)  (0.20058)  (0.14722)
[ 0.52867] [ 0.11385] [-1.18616] [ 0.19938]
D(TER(-1))  63.41387  0.183018  0.211815  0.023868
 (48.3560)  (0.13023)  (0.25935)  (0.19036)
[ 1.31140] [ 1.40533] [ 0.81670] [ 0.12538]
D(TER(-2))  13.21503  0.050027  0.061679 -0.098791
 (16.8926)  (0.04549)  (0.09060)  (0.06650)
[ 0.78230] [ 1.09962] [ 0.68077] [-1.48558]
C  1876.171 -17.01205 -17.86138  42.78790
 (3183.37)  (8.57336)  (17.0738)  (12.5319)
[ 0.58937] [-1.98429] [-1.04613] [ 3.41433]
 R-squared  0.744788  0.646726  0.594346  0.188797
 Adj. R-squared  0.675185  0.550379  0.483713 -0.032440
 Sum sq. resids  8.21E+08  5956.965  23625.61  12727.81
 S.E. equation  4988.741  13.43555  26.75682  19.63902
 F-statistic  10.70047  6.712448  5.372230  0.853370
 Log likelihood -421.4658 -167.0334 -196.6554 -183.3568
 Akaike AIC  20.06818  8.234110  9.611880  8.993338
 Schwarz SC  20.47776  8.643691  10.02146  9.402919
 Mean dependent  11364.14 -27.74419  24.48837  59.62791
 S.D. dependent  8753.317  20.03698  37.23821  19.32802
 Determinant resid covariance (dof adj.)  7.56E+14
 Determinant resid covariance  2.62E+14
 Log likelihood -957.8585
 Akaike information criterion  46.59807
 Schwarz criterion  48.40023
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2-3 中国の高度経済成長期の産業構造について  

















表 15 中国 GDP と産業 3 部門別就業者数  
Year   GDP  Pr i 就業者  Sec 就業者  Ter 就業者  
1993 35260  37680 14965 14163  
1994 48104.5  36628 15312 15515  
1995 59810.5  35530 15655 16880  
1996 70142.5  34820 16203 17927  
1997 78060.9  34840 16547 18423  
1998 83024.3  35177 16600 18860  
1999 88479.2  35768 16421 19205  
2000 98000.5  36043 16219 19823  
2001 108068.2  36399 16234 20165  
2002 119095.7  36640 15682 20958  
2003 134977  36204 15927 21605  
2004 159453.6  34830 16709 22725  
2005 183617.4  33442 17766 23439  
2006 215904.4  31941 18894 24143  
2007 266422  30731 20186 24404  
2008 316030.3  29923 20553 25087  
2009 340320  28890 21080 25857  
2010 399759.5  27931 21842 26332  
2011  468562.4  26594 22544 27282  
2012 516282.1  25773 23241 27690  
2013 568845.2  24171 23170 29636  
出所：『中国統計年鑑』 2014 年版より筆者作成  
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表 16 VECモデルによる推定結果  
 
 Vector Error Correction Estimates
 Date: 01/22/16   Time: 14:01
 Sample (adjusted): 1982 2013
 Included observations: 32 after adjustments













Error Correction: D(GDP) D(PRI) D(SEC) D(TER)
CointEq1  0.255174 -0.021962 -0.003218  0.007053
 (0.08781)  (0.01088)  (0.00570)  (0.00510)
[ 2.90598] [-2.01796] [-0.56416] [ 1.38340]
D(GDP(-1)) -0.046994  0.046695  0.007820 -0.019653
 (0.28657)  (0.03552)  (0.01861)  (0.01664)
[-0.16398] [ 1.31464] [ 0.42009] [-1.18120]
D(GDP(-2)) -0.390780  0.043778  0.003613 -0.012015
 (0.28500)  (0.03532)  (0.01851)  (0.01655)
[-1.37114] [ 1.23931] [ 0.19519] [-0.72611]
D(PRI(-1)) -4.160827  0.706445 -0.176722 -0.047006
 (1.84000)  (0.22806)  (0.11951)  (0.10683)
[-2.26131] [ 3.09767] [-1.47866] [-0.44001]
D(PRI(-2)) -2.109357 -0.039892  0.090157 -0.102820
 (2.24056)  (0.27770)  (0.14553)  (0.13008)
[-0.94144] [-0.14365] [ 0.61950] [-0.79041]
D(SEC(-1))  11.87976 -1.097912  0.308351 -0.129117
 (4.37622)  (0.54240)  (0.28425)  (0.25408)
[ 2.71462] [-2.02416] [ 1.08478] [-0.50818]
D(SEC(-2)) -0.688390 -0.155305 -0.006223  0.134600
 (5.93309)  (0.73537)  (0.38538)  (0.34447)
[-0.11603] [-0.21119] [-0.01615] [ 0.39075]
D(TER(-1)) -8.343407 -0.913823  0.109507  0.002411
 (4.66763)  (0.57852)  (0.30318)  (0.27100)
[-1.78750] [-1.57958] [ 0.36120] [ 0.00890]
D(TER(-2)) -0.924594  0.431540 -0.224817  0.093318
 (5.19071)  (0.64335)  (0.33715)  (0.30137)
[-0.17812] [ 0.67077] [-0.66681] [ 0.30965]
C  24456.49 -543.9581  216.4921  1149.627
 (7600.24)  (942.000)  (493.663)  (441.263)
[ 3.21786] [-0.57745] [ 0.43854] [ 2.60531]
 R-squared  0.887462  0.605523  0.209249  0.199215
 Adj. R-squared  0.841423  0.444146 -0.114241 -0.128379
 Sum sq. resids  1.40E+09  21470116  5896484.  4711161.
 S.E. equation  7970.444  987.8838  517.7084  462.7566
 F-statistic  19.27658  3.752223  0.646849  0.608115
 Log likelihood -326.8828 -260.0690 -239.3921 -235.8014
 Akaike AIC  21.05517  16.87931  15.58701  15.36259
 Schwarz SC  21.51322  17.33736  16.04505  15.82063
 Mean dependent  17623.62 -175.1875  473.9688  740.3438
 S.D. dependent  20015.34  1325.029  490.4511  435.6374
 Determinant resid covariance (dof adj.)  1.36E+24
 Determinant resid covariance  3.05E+23
 Log likelihood -1046.801
 Akaike information criterion  68.17508









2-4 日中の産業構造の変化について比較  
日本の GDPと産業の就業者数のインパルス反応について  
図 11 インパルス反応（日本のケース）  
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中国の GDPと産業の就業者数のインパルス反応について、  
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図 12 インパルス反応（中国のケース）  
 
出所：推定結果より 筆者作成  
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ョックは GDPに大きなプラスの影響を与える。  
第 3節  所得倍増論と先富論の思想の相違点  









育成 強 化と 同 時に 、社 会 の多 元 化と 民富 形 成を 実 現す ると いう
「下からの近代化」を考えた。  





























目立った。しかし、 1961 年の農業基本法の成立、 1962 年の新産
業都市建設促進法公布、同年の貿易自由化率 88 パーセントの実

















るが、 1992 年から 2012 年まで南巡講話が 20 周年になって、中




の 165.5 億ドルから 2012 年には 2,048.7 億ドルへと 12 倍以上に、




















所得 倍 増計 画 の時 代も 現 在の 中 国も 非常 に 活発 だ 。日 本で は、
1962 年 に 貿 易 自 由 化 率 88 パ ー セ ン ト を 達 成 し 、 1963 年 に





































































合は、1951年に第 1次産業の割合が 25.9%を占め、第 2次産業の割
合が 30.6%を占め、第 3次産業の割合が 42.3%を占めた。1970年に
第 1次産業の割合が 6.1%を占め、第 2次産業が 44.5%を占め、第 3
次産業が 49.4%を占めた。1995年に第 1次産業が 1.9%を占め、第 2
次産業が 35.1%を占め、第 3次産業が 67.0%を占めた。  
 
 図 13 日本の産業シェア  
 
出所：『日本統計年鑑』 1952年、 1961年、 1976年、 1994年版  
 
 中国では、高度経済成長期に入ってから、産業構造変化が大き
くなってきた。図 14で示すように、第 1次産業が名目 G DPに占め
るシェアは、 1978年の 28.1%から 2012年の 10%に減少してきた、
第 2次産業が 1978年の 47.9%から 2012年の 45.3%に減少してきた、












































































































図 14 中国産業シェア  
 

















































































































































































図 15 日本の高度成長期人口変動率  
 
出所：国立社会保障・人口問題研究所「人口問題研究」より筆者
















































































































 図 16 中国の人口変動率   
 
 出所：『中国統計年鑑』 2014 年版より筆者作成  















































































































終章  研究の要約と課題および政策提言  

































第 2 章では、日本の高度経済成長の分析方法を用いて、中国 の
高度経済成長を、「開始期」、「展開期」、「終了期」の 3 期を分け
て、それぞれの時期における経済成長の状況を説明した。また、
高度 経 済成 長 およ び高 度 経済 成 長終 了の 諸 要因 に つい て内 部要
因と外部要因に分けて明らかにした。また、中国の高度経済成長



















































GDP にマイナスの影響を及ぼすことが見られるが 、第 2 次産業、
第 3 次産業の係数は共に正である。つまり、第 2、 3 次産業の就
業人口が増えると GDP にプラスの影響を与えるという結果を明
らかにした。この上で、日中両国のインパルス反応を調べた。日
本については、 GDP は GDP に対してプラスの反応があったが、
GDP は各産業就業者数のショックに対して、短期的にはほぼ反応
が無かった。また、GDP に対しては、第 1 次産業が期間の経過と
ともにマイナスの反応を、第 3 次産業が期間の経過とともにプラ



















第 2節  研究の政策提言  




は 7％を維持 し、 事実上 の高 度成 長 の終焉 に迎 える 。 習近平 は
2013 年の全国組織工作会議で「簡単に GDP で英雄を語らない」






































済は 2006 年に日本を抜き世界第 2 位の経済体となる。しかし、





とい う 言葉 の 定着 は当 時 の所 得 格差 が是 正 され た こと の 表 れで




















生産 年 齢人 口 の減 少と 農 村部 に おけ る余 剰 労働 力 の解 消す るル












れ、 3 億 5000 万の人口は減少させられたといわれている。これ
は「一人っ子政策」のマイナスの側面の一つであり、現在の労働
力不足問題をもたらす直接的な原因である。このため、中国では、



































2、井堀利宏『改訂版財政学』放送大学教育振興会、 2005 年。  
3、伊藤秀史  『日本の企業のシステム』 東京大学出版会、1996 年。 
4、伊藤元重『日中関係の経済分析』東洋経済新報社、 2003 年。 
5、伊藤武・辛耀  www.osaka-ue.ac . jp/ f i l e /general /（ 2016 年検
索）。  
6、石塚迅  現代中国法における「四つの基本原則」と思想・言論
の自由、一橋研究、 26(1)、 2001 年。  
7、今井健一・丁可「中国  産業高度化の潮流」『現代中国分析
シリーズ』、アジア経済研究所、 2008 年 12 月。  
8、上久保敏『下村治「日本経済学」の実践者』日本経済評論社、  
2008 年。  
9、上久保敏『評伝  下村治』日本経済評論社、 2008 年。  
10、上杉忍  『パクス・アメリカーナの光と影』講談社現代新書、
1989 年。  
11、上田正夫  『人口統計』東京  一粒社、 1969 年。  
12、植田和男「金融システム・規制」『現代日本経済システムの
源流シリーズ現代経済研究 6.』(岡崎哲二・奥野正寛編 )日本




ティエフ動学体系一」『三田学会雑誌』72 号 6 号、1979 年。  
14、岡崎陽一『現代日本人口論（改訂版）』古今書院 、1995 年。  
15、大野健一『途上国ニッポンの歩み：江戸から平成までの経済
発展』株式会社有斐閣、 2005 年２月 28 日初版第１刷発行。 
16、大竹文雄『日本の不平等』日本経済新聞社、 2006 年。  
17、黒田兆生  h t tps : / /m - repo. l i b .mei j i . ac . j p 2016 年検索。  
18、小野五郎『現代日本の産業政策』日本経済新聞社、1999 年。  
19、小島朋之  『模索する中国』岩波新書、 1989 年。  
20、郭適時  ｢法治入憲的特別意義 ｣『法学』 2000 年第 2 期。  
21、片瀬一男「集団就職者の高度経済成長」人間情報学研究、第
15 巻第 11～ 28 頁、 2010 年 3 月。  
22、賀川昭夫『現代経済学』放送大学教育振興会、 2005 年。  
23、小口彦太 ･木間正道 ･田中信行 ･図谷知史『中国法入門』三省
堂、 1991 年。  
24、此本臣吾「 2010 年代に向けた中国の変化と日本企業の戦略」  
『知的資産創造』 (1 )10-27、 2009 年。  
25、胡錦光 ･韓大元『中国憲法の理論と実際』成文堂、 1996 年。 
26、胡錦光 ･韓大元『当代人権保障制度』中国政法大学出版社、
1993 年。  
27、胡偉希  ｢思想自由与民主政治 ｣董郁玉 ･施浜海編『政治中国一  
面向新体制選択的時代』今日中国出版社、 1998 年。  
28、小口彦太  ｢中国における ｢法治 ｣の現状 ｣『法律時報』62 巻 12
号、 1990 年。  




進めよう ｣『北京週報』 1997 年 No.40、『経済研究』 2002 年  
第 3 号。  
30、木間正道  『現代中国の法と民主主義』勤草書房、 1995 年。 
31、季衛東  ｢民主化のカギ握る人治から法治への転換 ｣『 Ronza』
1997 年。  
32、呉家麟  主編『憲法学』群衆出版社  1992 年  薯成美編著 /西  
村幸次郎監訳『中国憲法概論』成文堂、 1984 年。  
33、許憲春「中国の将来の経済成長及び国際経済における地位の
展望」『経済研究』 2002 年第 3 号。  
34、顕明 ･国智  ｢言論自由的法律思考 ｣『法学』、1991 年第 8 期。  
35、関志雄「ルイス転換点の到来を示唆する「民工荒」―  産業
高度化の契機に  ―」『中国経済新論（実事求是）』  経済産
業研究所、 2010 年。  
36、 関 志 雄 「 中 国 経 済 「 新 常 態 」」『 季 刊 中 国 資 本 市 場 研 究 』
(Winte r)2-9、 2015 年。  
37、厳善平（同志社大学）「中国の人口変動と労働市場の構造変  
化」第 63 回 CRCC 研究会、 2013 年 8 月 29 日。  
38、佐藤清文『「資本論」再入門─規範的読解』 2008 年。  
40、佐藤清文 2009 年 2 月 29 日  h t tp : / / e r i t ok yo . jp / independen t /   
（ 2016 年 3 月 2 日検索）。  
41、坂本博「中国の省間財政力格差と効率性」『国際開発研究』 
第 17 巻第 2 号、第 93－ 106 頁、 2008 年。  
42、崔艶娜「中国・鄧小平南巡講話と日本・所得倍増計画」『福




論」『福岡大学経済學論叢』第 59 巻第 1・ 2・3・4 号、2015
年 3 月。  
44、沢木耕太郎  『危機の宰相』魁星出版、 2006 年。  
45、下村治『経済変動の有効分析』東洋経済新報社、 1952 年。  
46、下村治『経済成長実現のため』宏池会主版、 1958 年。  
47、下村治「日本経済はゼロ成長軌道に入った」『週間エコノミ  
スト』第 32 頁、毎日新聞社、 1974 年 3 月 2 日。  
48、下村治『ゼロ成長脱出の条件』東洋経済新報社、 1976 年。  
49、下村治『日本は悪くない  悪いのはアメリカだ』文藝春秋、
2009 年 1 月 10 日第 1 刷、 2011 年 11 月 5 日第 2 刷。  
50、下村治「『所得倍増計画』から 50 年  見直される孤高のエ  
コノミスト」東京毎日新聞社、88(27)(通号 4104)、No (Z3-96)  
2010 年 5 月 4 日。  




2000 年。  
53、孫琳琳  樊鋼  「中国の資本投入と全要素生産性の推計」『世
界経済』 2005 年第 12 号。  
54、スティグリッツ、ウォルシュ『入門経済学第 3 版』東洋経済
新報社、 2005 年 4 月。  
55、水木楊「『日本経済は白鳥になる』と信じた所得倍増計画の  
設計者」『東京文藝春秋』No(271-T62)、 2013 年 7 月 4 日。  
56、鈴木敬夫『中国の死刑制度と労働改造』成文堂、 1994 年。  
178 
 
57、鈴木敏夫『中国の人権論と相対主義』成文堂、 1997 年。  
58、攝津斉彦  「高度成長期の労働移動」日本労働研究雑誌   No .  
634、 2013 年 5 月。  
59、正村公宏「いざなぎ景気」佐々木・鶴見・富永・中村・正村・ 
村上・編集委員 2005a  [2005： 25-26]。  
60、正村公宏「岩戸景気」佐々木・鶴見・富永・中村・正村・村  
上・編集委員 2005b「 2005： 42-43」。  
61、正村公宏「神武景気」佐々木・鶴見・富永・中村・正村・村  
上・編集委員 2005c「 2005： 476」。  
62、小宮隆太郎『日本の産業・貿易の経済分析』東洋経済新聞社、   
1999 年。  
63、小宮隆太郎『現代中国経済：日中の比較考察』東京大学出版  
会、 1989 年 2 月。  
64、杜鋼建  ｢価値寛容主義与東亜社会経済改革和法文化発展 ｣『蘭  
州学刊』 1993 年第 1 期。  
65、斯琴図「中国における地域間所得格差の考察」現代社会文化  
研究、 No.46、 2009 年。  
66、中兼和津次『中国経済はどう変わったか――改革開放以後  
の経済制度と政策を評価する』国際書院、2013 年 7 月 15 日。  
67、縄田康光「戦後日本の人口移動と経済成長」経済のプリズム
No.54、 2008 年 5 月。  
68、西村幸次郎『現代中国の法と社会』法律文化社、 1995 年。  
69、西村幸次郎『中国憲法の基本問題』成文堂、 1989 年。  




第 47 卷第 3・ 4 号、 2000 年。  
72、東郷賢「構造変化を伴う東アジアの成長、第 4 章：経済成長  
と空間的構造変化」『経済分析』第 160 号  経済企画庁  経  
済研究所、 2000 年。  
73、谷春徳 ･鄭抗生  主編『人権 :従世界到中国』党建読物出版社、
1999 年。  
74、田畑光永『鄧小平の遺産』岩波新書、 1995 年。  
75、沈瑛「中国国有企業における人事管理に関する一考察」『政
治学研究論集』第 22 号、 2005 年 9 月。  
76、沈瑛「中国の労働市場と企業の雇用管理」『政治学研究論集』
第 24 号、 2006 年 9 月。  
77、張賢淳「戦後日本経済の高度成長の要因について」『日本経
済研究』 (3 )63 -83、 1981 年。  
78、張承恵・張永生・劉仁主「第 7 章 1996 年の金融情勢と 1997
年の展望」『中国経済白書』 1997 年日本語版中国の経済情
勢と展望アジア総合開発株式会社、中国ビジネス開発センタ
ー、 1997 年。  
79、手束羔一「経済成長と技術革新」弘文堂、 1961 年。  
80、富永健一「高度経済成長」佐々木・鶴見・富永・中村・正村・
村上編集委員［ 2005： 276-277］、 2005 年。  
81、八代尚宏「雇用問題を考える」『経済政策の考え方』有斐閣、
1995 年 12 月。  
82、馬立誠 ･凌志軍『交鋒一当代中国三次思想解放実録』今日中




の所得倍増計画」『経済論集』第 28 巻 2 号、第 47-79 頁、東
洋大学学術情報リポジトリ、 2003 年 3 月。   
84、武田晴人「高度経済成長」大澤・吉見・鷲田編集委員・見田  
編集顧問、第 415-416 頁、 2012 年。  
85、松野豊「新常態下の経済・社会展望―習近平政権の改革プラ
ンと「新常態」実現の可能性」『知的資産創造』（ 9） 12-25、
2015 年。  
86、松本和幸・吉川洋「産業構造の変化と経済成長」財務省財務  
総合政策研究所『フィナンシャル・レビュー』第五八号、 財  
務省印刷局、 2001 年。  
87、松浦克己  コリン・マッケンジー「 Eviews による計量経済  
分析―実戦的活用と日本経済の実証分析」東洋経済新報社、
2001 年。  
88、松本源太郎「サービス化経済への分析視点」経済学研究＝  
ECONOM ICSTUD IES  47(4 )： 83-106 北海道大学、  
ht tp : / / hd l .hand le .ne t . / 2115/32093、 1998 年 3 月。  
89、松本源太郎『戦後の産業政策と経済発展』経済と経営 No .30-3、
1999 年 12 月。  
90、 宮田幸一『牧 ロ常三郎は カント を超えたか 』第三 文明社、  
1997 年。  
91、村瀬直幸「設備投資・有効需要及び有効産出の理論」『現代  
社会学部紀要』（ No1、125－ 138）富山国際大学、2009 年。  
92、丸川知雄『移行期中国の産業政策』日本貿易振興会、アジア  




外社会保障研究、 No.132、 2000 年 8 月。  
94、山崎好裕『経済学の知恵－現代を生きる経済思想 』ナカニシ
ヤ出版、 1999 年 4 月。  
95、山崎好裕『経済学オープン・セサミ－人生に得する 15 の奥
義  』ナカニシヤ出版、 2003 年 5 月。  
96、山崎好裕『おもしろ経済学史－歴史を通した現代経済学入門』
ナカニシヤ出版、 2004 年 4 月  
97、山崎好裕『目からウロコの経済学入門  』ミネルヴァ書房、
2004 年 11 月。  
98、山崎好裕『経済学の知恵：現代を生きる経済思想』〔増補版〕
ナカニシヤ出版、 2010 年 10 月。  
99、山田浩之『都市の経済分析』東洋経済新報社、 1980 年。  
100、柳百萍「戸籍管理制度が流動人口に影響」 J ournal  o f  Anhui   
Ins t i t u t e  of  Educat ion  、 Vol.20  No .3、 2002 年 5 月。  
101、吉川洋『高度成長－－日本を変えた六〇〇〇日』読売新聞
社、 1997 年。  
102、吉川洋「産業構造の変化と戦後日本の経済成長」経済産業




藤野正三郎編『日本の経済成長  日本経済新聞社、1967 年。 
105、李歩雲著 /西村幸次郎 ･永井美佐子共訳 ｢憲政と中国 ｣『阪大  
法学』第 46 巻第 3 号、第 187-228 頁、 1996 年 10 月。  
106、李歩雲 ･徐柄『権利和義務』人民出版社、 1986 年。  
182 
 
107、李歩雲 ･周元青 ｢法律与自由 ｣『紅旗』第 22 期、第 17 頁、
1981 年。  
108、林良旗 ･戴小筆 ｢思想解放を堅持しよう一改革 ･解放二十周年  
を記念して ｣『北京週報』 No24、 1998 年。  
109、李爽・常興華・楊宜勇『中国城鎮居民収入差距研究』、中
国計划出版社、 2002 年。  
110、渡辺真理子『中国の産業はどのように発展していたか』 勁  
草書房発行、 2013 年 7 月 25 日。  
111、渡邊真理子『中国の産業はどのように発展してきたか』勁
草書房、 2013 年。  
112、賂偉堆 ｢言論自由的若干法律問題 ｣『法学』第 2 期、1989 年。  
113、尤俊意 ｢言論罪錆的四個界隈 ｣『社会科学報』 1990 年。  
114、日本統計局  『日本統計年鑑（昭和四十六年版）』日本統
計協会発行、大蔵省印刷局、 1971 年。  
115、ヘンリー・カウフマン『カウフマンの証言―ウォール街』  
伊豆村房一訳  東洋経済新報社、 2001 年。  
116、牧口常三郎『牧口常三郎全集』第五巻「創価教育学体系第
二巻」第三文明社、 1982 年。  
117、 ｢在法学領域堅持四項基本原則反対資産階級自由化 ｣『中国  
法学』第 5 期、 1989 年。  
118、 ｢党内闘争、内幕本が話題 ｣『朝日新聞』 1998 年。   
119、 ｢中国、新たなキャンペーン ｣『朝日新聞』 2000 年。  
120、 ht tp : / / hpcunknown.hp . in foseek .co . jp /  






小 平 关 于社 会 主义本 質 的 思想 [J]」  広 州 医 学院 学 報 、 1995
年 3 月。  
122、程绍珍「鄧小平关于社会主義本質的探索 [J ]」中州学刊、 1996
年 3 月。  
123、鄧聿文「中国应从日本国民収入倍増計画中学什么 [N]」上海
証券報 No2、 2010 年 6 月 28 日。  
124、鄧小平  ｢堅持四項基本原則 ｣『鄧小平文選』第 2 巻人民出版
社、 1983 年。  
125、鄧小平  ｢解放思想 ,実事求是 ,団結一致向前看 ｣『鄧小平文選』
第 2 巻、 1983 年。  
126、鄧小平『中国改革全書』「総論巻、鄧小平改革思想巻、精
神文明建設巻」大連出版社、 1992。  
127、杜鋼建 ｢従専政到着政一紀念現行憲法頒行十周年 ｣『漸江学
刊』 1992 年第 3 期。  
128、房国祥「鄧小平关于社会主义本质的科学概括及其重大意义
[J ]」内蒙古师大学报 (哲学社会科学版 ) .  1998(S1)。  
129、馮毓奎「鄧小平社会主義本質観探索的歴史考察 [J ]」湖北大
学学報 (哲学社会科学版 )、 1999 年 4 月。  
130、馮昭奎「辩証地看戦後日本経済的発展 [J ]日本問題研究」  
1994 年 2 月。  
131、黄達「中国金融改革の現状と展望」『金融経済研究』第 13/14
号、第 26-31 頁、 1997 年。  
132、江沢民 ｢高挙鄧小平理論偉大旗帜 ,把建設有中国特色社会主  
184 
 
義事業全面推向二十一世紀 ｣『実事求是』  1995 年。  
133、金柏松・足奚「日本国民収入倍増計画と启示 [J ]観察と思考」
第 44-47 頁、 2010 年 7 月。  
134、李振英「戦後日本経済高速増長的原因 [J ]」广西大学学報 (哲
学社会科学版 )、 1984 年 1 月。  
135、李之渤・王德生・叶万軍「戦後日本経済と美国的遠東政策
[J ]」東北師大学報 (哲学社会科学版 )、 1994 年 4 月。  
136、李文章・趙凌云「鄧小平掲示社会主義本質的方法論特征 [J ]」
信阳師範学院学報 (哲学社会科学版 )、 2001 年 5 版。  
137、李沛涵・浅析「邓小平的社会主义本质论 [ J ]」成都电子機械
高等専科学校学報、 2004 年 4 月。  
138、李長安「找准中国式収入倍増計画五大着力点  [N ]」上海証
券報、 2010 年 6 月 21 日。  
139、李玉「世界变局下中国経済面临転型 [N ]」中国社会科学報、 
No 2、 2011 年 12 月 13 日。  
140、頼琼琚「日本国民収入倍増計画対我国分配改革的启示  [N ]」
韶关学院学報、 2010 年 10 月。  
141、劉敏「国民収入倍増計画  需要制度公平  [ J ]」浙江経済、2010 
年 12 月。  
142、馬晶 「国民 収入倍増計画  造就日本 黄金 時代 [ J ]」新京 報、
2007 年 3 月 18 日。  
143、孫寧・包斯文「世界経済持続低迷  中国経済增速维稳 [N ]」
中国冶金報 No.a2、 2011 年 12 月 29 日。  
144、申紅「也談国民収入倍増計画  [J ]」天津経済、2010 年 7 月。  
145、王群  ｢堅持四項基本原則是法学工作者的戦闘任務 ｣『法学研
185 
 
究』 1981 年第 3 期。  
146、王根軍「中国失業問題現状及外商直接投资的就業増長效应
分析 [J ]」云南財貿学院学報 (社会科学版 )、 2004 年 2 月。  
147、汪章定「鄧小平社 会主義本質論的哲学蕴涵 [J ]」、株洲 師範
高等専科学校学報、 1999 年 2 月。  
148、魏拴成「実現国民収入倍増計画的有效途径  [J ]」経済師範、
2010 年 8 月。  
149、謝小 偉「入 世  对我国就業 的 影響及 対策分析 [J ]」世界 貿易
組織動態と研究、 2000 年 5 月。  
150、肖翔 「試論鄧小平 关于社会主義本質的理論と 実 践意義 [ J ]」
貴阳金筑大学学報、 1999 年 3 月。  
151、徐荣梅「鄧小平社会主義本質論的哲学思考 [ J ]」西南民族学
院学報 (哲学社会科学版 )、 1999 年。  
152、岩雪「中国経済不存在滞脹物価总体可控 [N ]」証券時報、 2011
年 4 月 16 日。  
153、周作亮「鄧小平南巡講話 [ J ]」四川統一戦線、2008 年 12 月。  
154、 ｢関於正確処理人民内部矛盾的問題 ｣『毛沢東選集』第 5 巻
人民出版社、 1977 年。  
155、「関於社会主義精神文明建設問題的幾点意見」 1990 年『北
京週報  』第 44 号、 1996 年。  
156、「関於国民経済社会発展十年計画和第八個五年計画綱要的
報告」 1991 年『北京週報』第 40 号、 1997 年。   
157、「改革是中国発展生産力的必由之路」  1985 年。  
158、 国家統計 局  『中国統計 年鑑 （ 1996-1999、 2000、 2006、
2014 年版）』中国統計出版社。  
186 
 
159 、 中 国 経 済 発 展 と 体 制 改 革 報 告 （ 中 国 改 革 開 放 30 年 ）
（ 1978-2008 年）。  
160、南巡的肖像と声音 [J ]、中国改革、 2004 年 8 月。  
 
英語文献：  
161 、 Barro ,  Rober t, “Economic Growth  in  a  Cross  Sec t ion  o f  
Count r i es” Quarter l y Journa l  o f  Economics  ,Vol .106,No2,  
1991,  pp.  407-443 
162 、 Barro ,  Rober t  J . and  Xav ie r  s a l a - i -Mart in ,  “Convergence ”  
Journal  o f  Pol i t i ca l  Economy  ,Vol100 ,1992,  pp .223-251  
163 、 Barro ,  Rober t  J . and  Xavie r  Sa l a - i -Mar t in,  “Economic  
Growth  .Second edi t ion” ,  Cambridge :  MIT P res s ,  2004  
164、Clark ,  C, “The  Condi t i ons  o f  Economic  P rogress ”  The  Economic  
Journal ,  Vol .  51 ,  No.  201 ,  Apr .1941 ,  pp .  120-124 
165、 Kuznet s ,  S imon ,  “Economic Growth  and  Income Inequal i t y ”  
American  Economic  Review ,  Vol .45 ,  No .1 ,  Mar .1955,  
pp.1 -28  
166、 Lewis ,  W.  Arthur , “Economic  Development  wi th  Unl imi t ed  
Suppl i es  o f  Labour , ”  Manches t er  Schoo l  o f  Economics  and 
Soc ia l  S tudies ,  Vo l .  22, No.  2 ,  May.  1954 
167、 M. Aoki ,  H .  Yosh ikawa ,  “Demand  Satu ra t io n  –Creat ion  and  
Economic  Growth”  Journa l  o f  Economic  Behav ior  & 
Organ iza t ion  Vol . 48,  2002,  pp .  127-154. 
168、 Mankiw.  N.G.D.  Romer  and  D.N.  Wei l ,  “A con t r ibu t ion  to  t he  
empi r i cs  o f  economic  growth ”  Quarter l y  Journa l  o f  
187 
 
Economics ,  Vol107,  1992,  pp.  407-37 
169 、 Nutahara ,  K , “St ructu ra l  Changes  and  Econo mic  Growth :  
Ev idence f rom Japan ” ,   For thcoming  RIETI  Di scuss ion  Pape r .  
2008  
170 、 Park ,  Dongh yun .  “An empi r i ca l  examinat ion  o f  income 
convergence  in  the  Asia -Paci f i c  r eg ion ,”  Journa l  o f  As ian  
Economics ,  Vol14,  No.3 ,  2003,  pp.497-502 
171、 Slow.Rober t  M,  “A Cont r ibu t ion  to  the  Theor y o f  Economic  

































































平成 28 年春  吉日  
 
